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ケインズの『経済的可能性』 
 
沖田健吉 
 
 
はじめに 
「わが孫たちの経済的可能性」( 以下、「経済的可能性」という )は、ウィンチェスター･カレッ 
ジ文芸協会だとか、ケンブリッジ政治経済学クラブなどで、いわば肩の凝らない講話としてなされた
ものを発展させた評論である。『雇用･利子および貨幣の一般理論』が職業的な経済学者を説得するた
めに書かれているのに対し、「経済的可能性」はより広範囲の教養人を相手にしていた。そういう聞き
手を前にして、ケインズは平易な言葉で未来の世界について語ったのである。この点からいえば、「経
済的可能性」をこと細かな分析の対象とするのは、大人げないことであり、筋違いといわれるかもし
れない。しかし、そこでは、くつろいだ雰囲気の中でその社会哲学を披露している。彼の本音が現れ
ていて、『一般理論』を始めとする専門的な業績の基礎にあるケインズのものの見方
、、、、、
が示されている。
これが、同時期に発表された他の評論と関連づけながら、「経済的可能性」を少しく掘り下げようと意
図した理由に他ならない。 
 
1. ケインズの超長期予測 
「経済的可能性」が活字になったのは、1930年10月11日と18日のNation and Athenauem誌 
上である。ケインズは、おおむね100年先の世界を視野に収めているのだが、たとえば、手回し式の
計算機がパソコンによって代わられるであろう、というような未来予測は一かけらもない。ただ、そ
の頃には、経済的な問題というものが解決されていると予言したのである。1930年を起点にするとす
でに70年あまりが経過している今日、この予測は当り、possibilityはrealityに変わりつつあるの
だろうか。結論を先にいえば、当っていないし、当るはずがなかったのである。なぜそうなるのかと
いう疑問に答えるためには、既によく知られている「経済的可能性」の内容を、もう一度、復習する
ところから始めなければならない。 
 ケインズは、「自分自身を短期的な見方から解き放ち、未来に飛翔することである。合理的に見て今
後100年間にわれわれの経済生活の水準は、どの程度に達すると予想できるだろうか」1といい、問題
を100年後の生活水準に設定している。そして、生活水準を一人当たりの所得で測定するとすれば、
「進歩的な諸国における生活水準は、今後100年間に現在の4倍ないし8倍の高さに達する」2と予言
したのである。 
 この予言は実現可能なものであろうか。単なる数字上のことでいえば、一人当たりの所得が100年
間に8倍になるためには年率2.1％で成長していけばよい。4倍の場合は年率1.4％に相当する。これ
を実質国民総生産ベースに置き換えてみよう。そのためには、人口の動きを考慮しなければならない。
Gを実質国民総生産の成長率、pを人口の成長率、yを人口一人当たり実質所得の成長率とすれば、  
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      G ≒ p ＋ y 
である。1901年から1931年にかけて、英国の人口増加率は0.6％だった。これを適用すると、G( 実
質国民総生産 )は、 
     8倍の場合・・・・・・2.7％ 
     4倍の場合・・・・・・2.0％ 
の年率で成長していけばよいことになる。ケインズは、この程度のことは充分実現可能であり、「これ
よりもはるかに大きな進歩の可能性を予期しても、それはなんら無分別なことではない」3と述べたの
である。 
 このような経済成長は、科学および技術的な発明を取り入れて、労働生産性の向上を継続的に実現
することにより可能になってくるが、それらの技術的進歩は、おおむね資本使用的な性格をもつから
資本設備の増加をともなう。だから、資本蓄積の進行が不可欠の条件になってくる。ケインズは、人
類が18世紀までほとんど経済的な進歩を遂げなかった理由を「重要な技術改良の顕著な欠如と、資本
蓄積の不足」4によるものと指摘し、まず、技術進歩と資本蓄積が予測実現の鍵を握っていることを示
す。だが、この二つの推進力が有効に働いていくためには、いくつかの条件が満たされる必要がある。 
 
  人口の調整能力、戦争および内訌を回避する決意、当然科学の仕事であるようなさまざまな問題 
 の管理を科学に委ねようとする自発性、生産と消費の差額によって決定される蓄積率、以上の四つ 
 である。このうち最後のものは他の三つのものが与えられれば、おのずと容易に解決される。5 
  
 この四つの必要条件のうち人口に関しては、ケインズの見方が、この「経済的可能性」の後に転回
するので、いくらか敷延しておくことが望まれよう。 
 ハロッドの動態論6における基本方程式は、 
      GC = s 
である。ここでsは貯蓄率であり、国民総生産から資本蓄積に向けられる比率を示している。ケイン
ズの上の文章では、生産と消費の差額の生産に対する比率である。Cは資本係数であり、資本設備の
存在量をKで表せば、C = K/Y。Yは国民総生産であるから、「ある期間についての使用資本額と所得
との比率」7を示し、逆数は資本の平均生産性と呼ばれている。これと、yやpとの関係は、  
      y = 
s
C
− p 
で表現できる。人口の増加率、生活水準の上昇率、資本蓄積の関係を明確に示すためには、上式はさ
らに改善されなければならないが、当面の目的には役に立つ。資本蓄積のうち、増加人口を養うのに
必要な部分を控除したとき、yが望まれるほど高くなければ、ケインズの目標には近づいていかない。
極端な場合、すなわち、国民総生産の成長が資本蓄積の不足で低いかゼロ近傍にあり、人口の増加率
が高い場合、それがまた資本蓄積を阻害し、生活水準( 一人当たりの国民総生産 )は、ほとんど上昇
しないまま停滞する。だから、ケインズが「人口の調整能力」といったとき、急激な、あるいは大き
な人口増加を避けることが意味されていたと考えられるのである。 
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 戦争などによる破壊が起こらないことを前提に、人口が適度に増加していき、技術進歩を活かすよ
うに資本の蓄積を継続するならば、100年後には、いま( 1930年 )の8倍程度の生活水準を享受する
ことが出来る、というのがケインズの予言である。しかし、これは100年を通じて
、、、
いえることであり、
成長が停滞する時期、加速する時期は交代してやってくる。とくに、技術的進歩を取り入れることに
よって起こる技術的失業に悩む時期をしばしば経験するかもしれない。技術的失業は、「われわれが労
働の新たな用途を見つけ出すテンポを凌ぐほどの速さで労働時間を節減する手段を発見したことに起
因する失業を意味している」8からである。 
 こういう景気の波動をくぐり抜けて、結局、経済的な進歩は、わが孫たちを一つの到達点へ導いて
いく。すなわち、経済的至福( economic bliss )の状態である。それは豊富の時代であり、現在( 1930
年 )のように、金銭を稼ぐのに一生懸命にならなくても、すべての人が衣・食・住や、メンガーのい
う「強度の幸福度がかかっている欲望満足」9を可能にする財の獲得にさほど苦労しなくてもよい、い
ってみれば「人類が経済問題を解決」10している状態である。人々は、労働に従事しているが、あらゆ
る産業分野における生産性の向上によって労働時間は大幅に短縮されている( というようなことにな
るのではないか )。実は、経済的至福の状態において、人々の享受する具体的な生活の豊かさについ
ては、ケインズはほとんど何も云っていない。読者に、そのイメージを形成する暇を与えないまま、
経済的至福以後、人々が遭遇する難問題へ焦点を移すのだが、その議論は、必要( 欲望 )を二種類に
分けることからはじまる。 
 人間のもつ必要は「われわれが仲間の人間の状態の如何にかかわらず感じるという意味で、絶対的
な必要( absolute needs )と、その充足によって仲間たちの上に立ち、優越感を与えられる場合に限
って感じるという意味での相対的な必要( relative needs )」11の二つである。このうち相対的な必要
は飽和することがない。他人に差をつけたいというのは、人間の基本的な特徴である。これに反して、
絶対的な必要には限界があるだろうとケインズは云う。そして、「経済的な至福の状態」であるとか「経
済問題が解決された時期」というのは、実は、この絶対的必要が飽和する事態を意味している。 
 経済問題が解決されるということは、人類がその伝統的な目的を奪われることである。人類は、そ
の途端に「科学と指数的成長によって獲得された余暇を賢明で快適で裕福な生活のためにどのように
使えばよいのかという問題に直面」12することになる。生活のために苦労したり、金銭の蓄積に努力す
ることから解放されるので、人類は「手段よりも目的を高くし、効用より善を選ぶ」13ことができるよ
うになる。しかし、わが孫たちは、そういう環境にとまどうことになるだろう。長い間、楽しむ余裕
が与えられず、経済問題のために懸命に努力するように習慣づけられている人類は、ようやく手に入
れた豊かな時代を享受するのに困難を感じるかもしれないのである。たしかに、現在の富裕な階級は、
富裕であることを活かしていない生活あるいは行動様式をとっている。これがその
、、
まま
、、
、一般的にな
るならば、経済的至福の社会は活気のないものになると予想されよう。だが、悲観することはない。
「もう少し経験を積めば、われわれは新たに発見された自然の賜物を、富者達の現在の利用法とはま
ったく異なった方法で利用するようになるし、富者達とはまったく異なった生活計画を独力でうち立
てられるだろう」14からである。 
 以上が「経済的可能性」でケインズが予言していることの概要であるが、結びの部分で、このよう
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なバラ色の未来に到達するまでのプロセスにおいて、貪欲と云われようとも営利に集中するような
人々が時代をリードしていく必要があることに注意をうながしている。「貪欲や高利や警戒心は、いま
しばらくなおわれわれの神でなければならない」。15つまり、営利あるいは富の蓄積を最高の目的とす
る経済倫理は、経済的至福を作り出し、そのあと放棄されるのである。 
 
2. 欲望の二分法 
「経済的可能性」の予測が当ったかどうかを問うことには、あまり意味が認められない。一人当たり
の実質国民総生産という数字の面では、ケインズの云う「進歩的な諸国」において、予測が実現され
ている。「進歩的な諸国」と邦訳されているのは、progressive countriesであるが、これは、もっと
率直にcivilized countriesと書かれた方が理解しやすかったものと考えられるが、具体的にはどの
国々を思い浮かべればよいのか。英国、ヨーロッパ諸国、アメリカは、まず間違いなく入るであろう。
ランカシァ綿業に引導を渡した日本を、ケインズがどのように見ていたかは分からないが、civilized 
countries には含めていないような気がする。その問題はさておき、ケインズの意中にあった
civilized countries 以外のいくつかの国においても、今日、一人当たりの実質国民総生産は当時の
civilized countriesの水準の4～8倍に達している。さらに質的な生活水準をいうとすれば、8倍ど
ころではない向上が実現されたと考えるべきであろう。これは、1930年代の各家庭における暖房の方
法一つを思い起こすだけで、直ちに了解されるに違いない。にもかかわらず、経済的至福到達後に期
待された生活態度、社会的な基準は確立されないまま、人々の経済的な飢餓感とでも云うべきものは
つのるばかりである。この食い違いは何に起因するのだろうか。それは、ケインズが「必要」を絶対
的と相対的に分けたことに求められるのだが、その議論に入る前に、予測にまつわる必要条件を通し
て、「経済的可能性」公表の時以来の現実の動きを概観しておく方がいいだろう。 
 必要条件の第二に挙げられていたのは、戦争および内訌が起こらないことであった。 
 営々として積み上げてきた資本設備を瞬間的に破壊する戦争が、経済的至福への道を阻害する要因
として挙げられるのは当然であるが、1939 年から15 年に第二次世界大戦があり、早くもこの必要条
件は満たされないことになった。ところが、多くの被災国において、廃墟から戦前レベルへの復興に
はそれほど時間を必要とせず、その後はケインズの予想していた成長率をはるかに上回る速度で、資
本蓄積と経済成長が進展した。 
 第三の必要条件すなわち「当然、科学の仕事であるようなさまざまな問題の管理を科学に委ねよう
とする自発性」は、もちろん満たされているが、第二次世界大戦が、ここでは促進する要因になって
いることがイロニーの印象を与える。というのも、戦後の各国の経済成長を支えた技術、エネルギー
革新、モータリゼーション( 自動車の普及と道路体系の整備 )石油化学製品に代表される原料転換、
生産方法の革新( オートメーション、メカトロニクス ) 等は、主としてアメリカで第二次大戦中、軍
事用に開発されたものに、その源をもっているからである。こういう技術革新が、( 西側 )諸国に拡
散していき、その過程で、新たな革新が生まれるという時期が、長く続いたのであった。 
 その結果、現在の平均的な庶民は、大量生産･大量消費･大量投棄の社会の中で、かつては王侯･貴族
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にのみ許されるような生活を享受している。さらに、野球やサッカーのナイトゲーム一つとってもわ
かるように、昔の人が誰も知らない楽しさを味わっているのである。これは化石燃料、とくに石油に
支えられた著しい技術進歩と世界貿易体制の進展によるものであるが、とりもなおさず、アメリカ流
の生活様式の普及を意味していた。 
 このような現状は、「経済的可能性」で云われている豊かな時代とか経済的至福を、はるかに突き抜
けているように思われる。したがって、ケインズの予言が、現実の進行と食い違ってくるのは、豊か
な時代が、絶対的必要の飽和の時期、経済問題に解決が与えられる時期にはならなかったことである。
必要を二種類に分けたことに問題があった。 
 経済的な必要は、絶対的な必要と考えてもよいと思われるが、これを相対的な必要から区別する根
拠はいかにも乏しい。他人に差をつけるのが相対的な必要( 以下、欲求とか欲望という )16であってみ
れば、経済的な行動は、相対的な欲求を推進力として展開されるのである。だから、経済的な欲求は
飽和することがない。こう考えるべきなのに、ケインズはそこに飽和する時期を置く。では、経済的
至福の状態について、具体的にはどういうイメージを持っていたのであろうか。残念ながら彼自身に
よる明示はないので、憶測してみよう。平均的に、30年代当時の半分程度労働し、自動化した生産設
備の利用により、生活に必要な商品を手に入れていて、それ以上の経済的欲求を感じない状態と考え
る場合、それを手に入れれば飽和するような商品の構成が問題になる。ケインズの頭にあったのは、
当時の富裕な階級が消費していた商品構成だったのではないか。しかしながら、技術的な進歩は新し
い商品を作り出し、経済的な欲求は更に新しい商品を作り出す技術的進歩を促す。これが相対的欲求
から発生する競争に基盤をもつ資本主義の実態である。 
 より古風な用語を使えば、すべての商品は使用価値をもつとされる。使用価値は、それを消費( 使
用 ) する際の有用性を意味していたのであろうが、経済理論上は有用性よりも「売れること」が第一
義的に考えられている。この「売れること」を求めて、新しい需要を創り出したり、生産費に匹敵す
るか、超える広告宣伝費が投入されたりしている。この過程は、競争相手に差をつける欲求の下に展
開されるから、有用性としての使用価値はほとんど変わらないまま、ごく小さな新規性を装うか、わ
ずかに性能を向上させた商品が市場にあふれ出る。17このようにして商品やサービスは増え続け、数字
的には国民総生産の成長に反映される。経済的欲求に飽和などありうるのか、疑わざるを得ない。 
 にもかかわらず、この豊かな時代に人々の金銭への欲求は渇望に近いところまで高まっている。つ
ぎつぎに生み出される新商品、新サービスを消費するためには、まず貨幣が必要だから、収入を失う
ことにおびえながら暮らしている。たしかに労働時間は減少しているが、生み出された余暇を自分の
価値実現のために使うというケインズの描いて見せた至福とは遠いところにいるとしか云いようがな
い。 
 ケインズはロールス･ロイスを所有していた。18ロールス･ロイスではない大衆車が将来どのくらい普
及するか。自動車以外にもケインズの視野にない新しい耐久消費財がどれだけ大衆によって所有され
るか。これらの問題に関し、「経済的可能性」において予言の要素にできるほどの情報をもっていなか
ったのは当然であるが、その上、彼は大衆社会の成立や、そこでの決して飽和することのない経済的
欲求の爆発といった問題に無関心であったから、予測が当時の現状に引きずられる偏りを生んだので
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ある。その点、大衆社会を先取りして、1903年という早い時点でベルト・コンベア方式による自動車
生産に乗り出したフォードとは対称的であった。19 
 ケインズの欲求を二分するという考え方は、当時の経済学者からほとんど黙殺された。一般の教養
人士に向けた講演で発表されたということもあり、専門家の目には、気楽な夢物語として受け取られ
たようである。その中でケインズの学生の一人が「消費というものは、人目を引こうとしたり、競争
的なものであるから、新しい欲求がなくなることはない。その点を無視しているのが、『経済的可能性』
の最大の欠点」20と批判している。このやり取りは、しかし、師弟が逆になったような印象を与えない
だろうか。学生にさえたやすく批判されやすい、ナイーブな欲求の二分法を説くに至った動機や理由
はどこにあったのか。  
 一つの答は、ケインズが若い頃、抱いた信条との関連において見出すことができる。彼は、20代か
ら30代を通じて、ケンブリッジ時代の交友関係から発展したブルームズ・ベリー･グループの一員で
あった。このグループはムーアの『倫理学原理』から影響を受け、世俗の世界、とくにビクトリア時
代の道徳( virtue )を冷笑し、人間の価値を愛と美の創造に置いていた。メンバーのほとんどは芸術
家であり、ともすれば「鼻持ちならない」とされそうなこのグループの中にあって、ケインズは珍し
く現実の政治･経済の世界にも踏み込んでいる人だった。バートランド･ラッセルの表現によると、「世
俗の中の僧正」だったのである。 
 『若き日の信条』21は、D.H.ローレンスに毛嫌いされたこともあるブルームズ・ベリー・グループの
時代の回想なのだが、いまや英国を代表する経済学者になっているケインズの筆致は、いかにも独り
よがりであったグループの雰囲気を反省するかのようである。だが、ラッセルの云うように、「政治や
経済に関与するときは、いつでも、その魂をこの心の故郷に残していた」のであり、「それが彼の書く
ほとんどのものにある種の硬質な激しい薄情な性質がある理由であった」22とするならば、「経済的可
能性」において、かつて自分が理想的な生活としたものを、すべての人に当てはめるような、押しつ
けに近い姿勢が現れてくることが理解されるのである。 
 とはいえ、ブルームズ・ベリーの残映は、ケインズの意識下をゆらめいているのであり、あえて欲
求について二分法を採用したことを充分に説明するものではない。より積極的な理由はなにか。この
問に答えるためには、既にソビエート連邦で成立していた社会主義経済体制がケインズに与えたイン
パクトに注目しなければならない。 
 
3. 「ロシア管見」 
 1925年、ソビエート連邦を訪問したケインズは、そのときの印象を、いまは『説得論集』に収めら
れている「ロシア管見」という評論にまとめた。「先入観のために特に自分の見解をねじまげられてい
ない一観察者が、ロシアからいかなる印象を受けたかをできるだけ手際よく伝えようと努めた」23とい
う控え目な言葉ではじまっているが、どうして、これはなまやさしい
、、、、、、
旅行印象記にとどまるものでは
なく、資本主義対社会主義という比較経済体制論が、さりげなく展開されているのである。ここでは、
「経済的可能性」と関連がある部分を見ていこう。 
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  レニーン主義24というのは、ヨーロッパの人々がその魂の別々の引出しのなかに数世紀にわたっ 
 てしまいつづけてきた二つのもの─宗教と事業─を組み合わせたものである。25 
 
 宗教と事業( ビジネス )が一体になっていて、しかも、ビジネスが宗教を従属させる代わりに、宗
教に従属させられている。ビジネスが宗教に従属するというのは、結局、貨幣愛( love of  money )
というものをレーニン主義体制の個人および社会がそれほど重要視していないということである。も
ちろん、これは革命によって、ロシア人の人間性までを変えると云っているのではない。以前と同じ
程度に、彼らは貪欲であり、浪費家であるだろう。変化は評価の基準に表われたのである。すなわち、
「ロシアコミュニズムは、行動に影響を与えるものとしての金銭的動機の相対的重要度を変化させ、
社会的に是認される基準の分布を変え、かつては正常で尊敬すべきものとされた振舞いを正常でも尊
敬すべきものでもなくさせるような社会の枠組みを作り上げようと努めている」26のである。 
 貨幣愛とか金銭的動機( pecuniary motives )といわれるものこそ、資本主義のエートス( 精神 )
であり、社会の繁栄を推進してきたものであった。ケインズは1923年に刊行された『貨幣改革論』の
序文で、次のように云っている。 
 
  われわれは、貯蓄を民間の投資家にゆだねる。そして彼らが貯蓄を主に貨幣への請求権を保つ形 
 にしておくことを、奨励する。また、われわれは、生産活動を企業家の責任にゆだねる。そして企 
 業家は、貨幣の形で自らが受けると期待する利潤によって、主として動かされる。社会の現存機構 
 が急激に変わることを好まぬ人たちは、この仕組みが人間性に合致するものであり、大きな長所を 
 持つものと信じている。27 
 
 企業家は、生産･販売等の企業家活動を通じて、労働者階級( earning class )に雇用の場を与え、
社会の人々の生活に必要な物資を供給し、社会的な富を増大させる。こういう貢献によって彼らは利
潤を受けとる。投資家も、その貯蓄した富を企業家に使用させ、企業家による上述の活動の展開およ
び拡大を助ける。利子や配当はその報酬である。 
 この貨幣愛から出発するシステムは、しかし、つねに期待通り動くとは限らない。景気の波動を作
り出し、社会を不安定な状態に陥れることがしばしばである。とくに、資本主義経済の成立とともに
経験するようになった恐慌での、社会的・経済的損失はきわめて大きい。このような、貨幣愛の二面
性に着目すると、資本主義経済体制とは、その暴走を避けるような、なんらかの制御手段が適用され
るべきシステムではないのか。これが、訪ソの頃ケインズが形成しつつあった資本主義観だったので
ある。そうでなければ、｢ロシアの人民は、････少なくとも他のどの国民にも劣らない程度に貪欲であ
る。しかし、金儲けおよび金を貯えるということが、われわれの場合と同じような仕方でソビエート
の秩序を受け入れている理性的な人間の生活設計のなかには入り込むなどということはあり得ない。
このようなことが部分的にであれ妥当するような社会というのは、とてつもない新機軸に違いない｣28
とか「将来のロシアにおいては、金儲けに従事したという経歴そのものが、立派な青年には単に可能
性のある就職口として現れることがないのみならず、これは強盗紳士や偽造･横領の技能を習得した経
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歴の場合と同様とみなされるように目論まれているのである」29という彼の言葉を理解できない。そこ
には資本主義国が守って来た貨幣愛をソ連が否定しつつあることへの共感が示されている。 
 ビジネス─金儲けと宗教─道徳的目標を別々の引出しに置いておけたのは、金儲けを将来、地上に
も天国を打ち立てるための手段とみたからである。ところが現代は、彼岸にあるという天国も、進歩
のいきつく先に現れる天国も信じられなくなった。「天国は今ここに存在するか、さもなければ全然存
在しないのである。経済的進歩が道徳的目標をもち得ないならば、われわれは、たとえ一日たりとも
物的利益のために道徳を犠牲にしてはならない」。30このように、ケインズは、当人たちが断乎拒否し
ている「宗教」という言葉でレーニン主義を定義したのであった。 
 とはいえ、宗教が事業に優先される、貨幣愛をエートスとしない社会は、経済的には効率が悪いと
考えられて当然である。事実、革命後のソ連は経済的な苦難に見舞われてきた。一例を挙げれば、工
業労働者の20～25％が失業し、農民の実質所得は革命以前の半分をやや上回る水準にとどまっている。
にもかかわらず、ケインズは現地の共産党員が「あなたに予言しておきます。今後10年のうちにロシ
アでは生活水準が戦前を上回るようになるだろうし、他のヨーロッパ諸国では戦前を下回ることにな
りますよ」と信念を披歴したのに対し、「この同志たちの予言が当たりはしないとわれわれは確信する
ことができるだろうか」31と、逆説ではないとしたら、理解のある感想を述べているのである。 
 ｢人生の実験室｣と呼んだレーニン主義のロシアに対し、好意的な評価を下したケインズだが、そこ
にみなぎっている圧迫感は、我慢のならないものだった。｢自由な空気｣がない。これはレーニン主義
という新興宗教が革命という過程を経て確立されようとしていることに原因を持つのだろうと彼は考
え、ごく短いロシアへの旅から、文字通りの開放感を味わいながら戻ったのであった。 
 「経済的可能性」へのロシア見聞の投影は、それほどあからさまではないが、そのとき留保された
体制の選択がなされているとみることができる。 
 
  われわれは、少なくとも100年間、自分自身に対しても、どの人に対しても、公平なものは不正 
 であり、不正なものは公平であると偽らなければならない。なぜならば不正なものは有用であり、 
 公平なものは有用でないからである。貪欲や高利や警戒心は、いましばらくなおわれわれの神でな 
 ければならない。なぜならばそのようなものだけが経済的必要というトンネルから、われわれを陽 
 光のなかへと導いてくれることができるからである。32 
 
 貨幣愛あるいは金銭的動機を発揮する余地をなくすとともに、低いところに位置づけるレーニン主
義( 社会主義経済体制 )は確かに新鮮であり、魅力的でもある。一方貨幣愛によって動機づけられる
経済体制は、非難されて当然の問題点を噴出させている。だが、ケインズは豊かさの極限あるいは経
済的至福が実現した段階で、そのエートスが無用化することから消滅してしまう可能性を期待して、
資本主義を選んだのである。33 
 このケインズの選択は、『自由放任の終焉』や『一般理論』の関連する章節を考え合わせると、「短
期」の問題に対する処方箋も折り込んだうえでなされている。すなわち、ともすれば暴走する貨幣愛
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を制御する政府の介入である。これを適宜加えていくならば、経済的必要の充足に苦闘する暗いトン
ネルを抜け出て、明るい光の輝く世界に到達できるとしたのであった。 
 明るい光が輝く世界。そこには結局到達できないのではないか、という判定は、『経済的可能性』が
発表されてから70年以上たった現在、人々が、絶対的欲求に飽和していないことから考えると、ほぼ
正しいと思われる。しかし、ケインズはあるべきはずのないユートピアについて語ったのではない。
産業革命によって解き放たれた生産力の継続的上昇は、すべての人の目に明らかであった。問題は、
それが人類をどこに連れていくのかであった。そこに、彼は欲求を二種に分類するということにより、
人間の本性に関する自分の観念を忍び込ませた。この結果、ケインズとマルクスは、資本主義をどう
するかについては対極に立ちながら、同じような夢をもつことになったのである。 
 
4. マルクスの夢 
 ケインズの生まれた1883年に、マルクスはその生涯を閉じている。マルクスが目にしていたのはビ
クトリア女王治下、繁栄する英国における労働者の悲惨な状態であった。一日12時間労働という奴隷
的労働を強要し、剰余価値を搾取する工場主( 資本家 )階級は、1847年の10時間労働を規定する工
場法成立以後も、さまざまな抜け道を使って労働時間を増やそうとする。このような状況から階級闘
争の激化と、それにつづく資本主義体制の崩壊を説くマルクスの理論が成立した。生産手段が社会化
された( 資本家がいなくなった )世界では人間が生きていくために必要とされる生産物は、少ない労
働時間で手に入れることができるに違いない。そして、マルクスはいう。 
  
  自由の国は、実際、窮迫と外的合目的性とによって規定される労働がなくなるところではじまる。 
 したがって、それは、事柄の性質上、本来の物質的生産の領域の彼方にある。・・・・この領域に 
 おける自由は、ただ次のことにのみ存しうる。すなわち、社会化された人間、結合された生産者 
 が、・・・・これを合理的に規制し、彼らの共同の統制のもとに置くこと、これを最小の力支出を 
 もって、また彼らの人間性にもっともふさわしくもっとも適当な諸条件のもとに行なうこと、これ 
 である。しかし、これは依然としてなお必然性の国である。この国の彼方に、自己目的として行為 
 しうる人間の力の発展が、真の自由の国が、といってもかの必然性の国をその基礎として、その 
 上にのみ開花しうる自由の国が、始まる。労働時間の短縮は根本条件である。34 
  
 自然的必然性は、その時その処で規定されてくる欲求の充足に拘束される( そのために労働しなけ
ればならない )ことと理解できるだろう。自由の国は、経済的至福の状態である。そうすると、そこ
で作り出される自由な時間を使って、人間は何をするのだろうか。ハンナ･アーレントの解釈では、マ
ルクスはすべての人によるペリクレス時代のアテナイ市民生活を夢見ていたという。35アテナイでは、
自然的な必然のための労働は奴隷が行なうことであり、市民は公的領域に参加し、政治的、文化的活
動に携わっていた。だから、マルクスのユートピアでは、すべての人が市民として振舞うことになる
というわけである。しかし、彼自身は、『ドイツ･イデオロギー』で、引用されることが多いつぎの文
  
34 共愛学園前橋国際大学論集                                No.4 
章を残している。 
  
  共産主義社会においては、一般的生産は社会によって統制せられており、それゆえにこそ各人は、 
 きょうはこれをしたかと思うと、夕方は家畜の番そして夕食後には批判的議論をするといった風に 
 まったく気のおもむくままに振舞い、そのくせ、猟師であることも漁夫であることも、また羊飼い 
 であることもついぞその必要がないのである。36 
 
 共産主義社会を「真の自由の国」と読み替えるならば、この文章は、そこでの余暇の過ごし方を示
したものと考えることができる。ケインズは、経済的至福以後の生き方について具体的には何もいっ
ていないが、マルクスは一歩踏み込んだ。マルクス派社会主義について、「このように非論理的で退屈
な教義が、これまで、いかにして人々の心にたいして、またその心を通じて歴史上のさまざまの出来
事にたいして、かくも強力で永続的に影響を与えることができたのか」37という疑問を隠さないケイン
ズに、生産力の発展が行きつく先について、マルクスがこれほどまでに接近していたということは、
一体何を意味するものであろうか。しかし、理想とするところへ到達するまでのプロセスには、大き
な違いがみられる。一方が革命によって直接的に資本主義を崩壊させるといえば、他方は資本主義の
エートスの自然死を説く。 
 マルクスの革命による資本主義の破壊は矛盾をもっとも多くかかえる英国に起こるはずだったが、
みごとに外れた。これは予言の自己破壊という現象によるものである。マルクスの予言が英国におけ
る労働組合主義の発展と労資協調路線の確立、社会保障政策の充実などをうながし、予言の成就を阻
んだのである。マルクスが見つめていた、例外的に非人間的な搾取をつづける古典的資本主義は変貌
した。このような時代の推移は、ケインズの自由放任を修正する路線の上にあったといえる。だから、
レーニン主義が「科学的に誤りであるだけでなく、現代社会にとって何の興味も適用性もない」38マル
クスの書いた「時代遅れの教科書」に基づいていることをケインズが批判したのは当然であった。し
かし、マルクスもケインズも唱えた千年王国の到来は、どうやら、ありそうもなく、両者は誤った思
考経路をたどった結果、実現しない予測を立てた点では違いがない。 
 1958 年といえば、「経済的可能性」が発表されてから30 年弱、『ドイツ・イデオロギー』が書かれ
てから100年と少しが経過し、第二次世界大戦で戦場になったり、爆撃を受けた国々が復興段階を終
え、米国流の生活様式を取り入れようとするころである。アーレントはアメリカに本格的な大衆社会
が成立する現実を踏まえて、マルクスが唱えた「真の自由の王国」など到来するはずがないというラ
ジカルな批判の矢を放った。39 
 
  そしてマルクスのアテナイは、将来、人間労働の生産性が著しく高められる結果、自らを維持す 
 るのに奴隷を必要とせず、万人にとってリアリティとなるようなアテナイであった。マルクス以後 
 百年たってみて、私たちは、この推論が誤っていたことを知っている。労働する動物の余暇時間は 
 消費以外に使用されず、時間があまればあまるほど、その食欲がますます凝ったものになり、した 
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 がって消費がもはや必要物に限定されず、むしろ主に生命の不要物に集中していることは社会の性 
 格を変えるものではなく、逆に、ついには世界の物がすべて消費と絶滅の脅威に曝されるであろう 
 という重大な危険をはらんでいることを意味する。40 
 
 オ トーメーションに代表される技術革新によって、生産力が飛躍的に拡大し、労働時間は短縮され
た。「近代世界はたしかに必要( 必然性 )にたいして勝利を収めた」41のである。だが、作り出された
余暇時間は、オートメーションのリズムにしたがう消費の継続的な拡大へ向かった。大衆社会は、す
べての人がすべての人を模倣する社会だから、そこに成立する文化は大量消費という形をとるしかな
い。大量消費にこたえるのは、もちろん大量生産であるが、次の段階では、それは大量消費に支えら
れなければ崩壊してしまう。そのため、消費のリズムは早められる。「自分の周りにある世界の物をま
すます早く置き代える欲求にかられており、もはやそれを使用し、それに固有の耐久性に敬意を払い、
それを保持しようとする余裕をもっていない。私たちは、自分たちの家や家具や自動車を消費し、い
わば貪り食ってしまわなければならない」42からである。余暇でさえ消費の対象であり、あたかも労働
するように日程を消化している。43 
 ア レーントの批判は、直接にはマルクスに向けられていたが、ケインズの「経済的可能性」にも、
そのまま繰り返されるものであった。ケインズは借款交渉や、国際間の金融協力体制の方向に関し英
国を代表してアメリカの当局者とわたりあう心労の末、1946年4月、心臓麻痺で倒れた。彼の晩年に
おける激務は、「経済的可能性」を考える時間など吹き飛ばすものだったが、仮に『人間の条件』が発
表された58年まで在世していたら、この経済体制の如何を問わず、近代を超克するアーレントの批判
を受け入れたであろうか。 
 しかし、アーレントが「明白な危険信号の一つは、私たちの経済全体がかなり浪費経済になってい
ることである。この経済においては過程そのものに急激な破局的終末をもたらさないようにするため
に、物が世界に現れた途端に、今度はそれを急いで貪り食い、投げ棄ててしまわなければならない」44
と危機感を表明した大量生産･大量消費･大量投棄の社会は、58年当時、その片鱗を示す程度のものだ
ったのである。いわば序の口という段階すら、ケインズは見ることができなかったのだが、その後に
ついては、もはや何もつけ加える必要はないだろう。さらに、ケインズが期待をかけていた、資本主
義のエートスがもたらす暴走を制御する方向は否定的な評価にさらされているし、「貨幣愛」は、依然
としてすべての人の行動原理である。「明るい光が輝く世界」には到達できないで、永久にトンネルの
中にとどまるのが「わが孫達の経済的可能性」なのだということにしかならないように思われる。 
 
5. ミルの停止状態論 
 ア レーントが「人間の条件」で指摘した浪費経済の肥大は、資源枯渇や環境汚染の問題を人類に突
きつけることになった。ペレストロイカ以後の東側諸国の市場経済化や、東西を問わぬ新興工業国の
目覚ましい経済成長もあり、これらの難問は、地球規模で先鋭化しつつある。もちろん、こういう事
態は当時予想できなかったのが当然であるが、およそ4～8倍の生活水準の向上を予想するのに、人口
に関連する土地以外の資源制約をほとんど考慮していないケインズの姿勢は、楽観的過ぎるといわれ
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ても仕方のないものである。以下、自然資源の制約に対するケインズの態度を検討していくが、まず
人口に関連する彼の議論をみていくことにしよう。 
 人口の経済に与える影響について、『平和の経済的帰結』( 1919年 )では、1890年代までヨーロッ
パに安価な小麦を供給した新大陸の急激な人口増加によって、世界全体としてみれば、小麦は不足し
ているということにはならないだろうが、実質費用の増加から、小麦の実質価格は上昇すると主張さ
れている。 
 
  要するに新世界の資源に対するヨーロッパの請求権は、不安定なものになりつつあった。収穫逓 
 減の法則がようやくまた自己を主張しはじめ、年々ヨーロッパが同一量のパンを得るために以前よ 
 りもいっそう多くの他の財を提供することを必要としてきたのである。45 
  
  ケインズはここで過剰人口というマルサスの悪魔を解放した。ビバリッジ( Beveridge )の批判を
受けながら、人口過剰論を説き、1920年代はじめ盛んだった産児制限の論争には、それを支持する側
に回っていたのである。46このケインズの立場は、J. S. ミルが「停止状態」47の中で主張した人口増
加抑制論にかなり近接しているように見える。しかし、当時すでに英国をはじめとするヨーロッパ諸
国の人口は、19世紀のような成長を示さなくなった。連合王国についてみると、19世紀の100年には
年率0.96％で増加しているが、1911年から31年にかけては、年率0.088％に下がっている。この人
口動態と大不況を目にして、ケインズは180度の理論的な転回を行なうのである。 
 
  19世紀においては、富所有者にとって心理的に容認しうるほどの高さの利子率のもとにありな 
 がら、それと両立するかなり満足な平均的雇用水準が実現されたが、これは人口の増大と発明の増 
 加、新しい国土の開発、確信の状態および平均( たとえば )10年ごとの戦争の勃発といった要因 
 が消費性向と結びついて、そのような雇用水準を生むだけの資本の限界効率を確立するのに十分で 
 あったためであると思われる。48 
  
 「経済的可能性」で、人口の増大は「それがなければ」という条件だったが、『一般理論』では、経
済成長の促進要因としてとらえられていた。戦争はしばらくおくとして、人口の増加が投資機会を拡
大した( 資本の限界効率を高めた )ために、19世紀の著しい経済発展があったとされているのである。
そして、ここから、今後は人口という要因を含めた種々の理由によって資本の限界効率は低い水準に
くぎづけられ、利子率が相対的に高い水準に固定されるならば、資本の蓄積は進行しないだろうとい
う、よく知られた理論が展開されたのだが、資本の限界効率の低下をもたらす要因のなかで、人口の
低成長もしくは減少は主要なものとされている。 
 これは、20世紀において、英国などの資本主義成熟国が人口も資本も増加しない、ミルの停止状態
に近づいていくことを意味しているのであろうか。その停止状態は「経済的可能性」でいう経済的至
福とどういう関係にあるのか。ケインズはこれらの問いに正面からは答えていないが、1937年、優生
学会の講演「人口減退の若干の経済的な結果」49で、『一般理論』において述べられた考え方を敷延し
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ている。 
 これまでの数十年、恒常的に増加してきた人口は、そう遠くない将来、一定にとどまるか、減少し
ていくものと考えられる。この人口動態における大転換は、経済にいかなる影響をもたらすものであ
ろうか。この講演の前年、『一般理論』を書き上げていたケインズは、投資あるいは資本需要の不足が
非自発的失業の原因であることを確信していた。資本需要は、人口･生活水準･資本技術( capital 
technique )という三つの要因によって決定されるが、19世紀についてみると、「資本需要の増加は、
主として人口増加と生活水準の上昇によるもので、消費1単位当たりの資本装備を上昇させるような
技術変化に起因するものは少ない。要約すると、信頼できる人口統計は、資本需要の約半分が人口増
加に対応するために必要とされたことを示している」。50したがって、「人口がゼロ成長であり、生活水
準の改善と資本装備率の上昇が同じ程度だったら、資本の増加は半分よりわずか大きい水準にとどま
ったはずである」。51では今後はどうか。それについては、ケインズの説明を待つまでもあるまい。彼
の見通していた生活水準の改善と、資本装備率の上昇の範囲内では、「経済的可能性」で前方に輝いて
いた経済的至福はにわかに消えていくように感じられる。 
 優生学会の講演おけるケインズの立場は、「非常にイロニカルなものだった」。52なにしろ、1930年
を過ぎるあたりまでは、マルサス理論を支持していたのである。いまや一転して人口減退が悪影響を
もつと主張する。だから、ケインズが、一見正反対に見える二つの立場は内的につながっていること
を、説明しようとしたのは当然の成行きだった。 
 定常( 停止 )状態においては、マルサスの理論からすれば、生活水準の上昇が可能になるだろう。
しかし、実際に生活水準が上昇するためには、人口減少によって低下した有効需要をもとにもどす消
費の増加がなければならない。人口の減少によってマルサスの悪魔P( PopulationのP、過剰人口の
悪魔 )を鎖につなぐことができた途端、人口減少からもたらされる失業というもう一つのマルサスの
悪魔U( UnemploymentのU  )に遭遇する。したがって、なんらか有効需要を拡大する政策をとらない
かぎり、悪魔Uが、Pを封じ込めたことによる果実を台無しにしてしまう。このように、PとUという
二つの悪魔の相互関連を明らかにしたうえで、ケインズは、この講演をつぎのように締めくくった。 
 
  非常に急速な人口の減少は別として････。定常的人口あるいは、ゆっくりと減少する人口は、わ 
 れわれが必要とされる力と知恵を駆使するならば、われ
、、
われの伝統的な生産様式のうち、それを失
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
 
 った場合、どういうことになるかを知っているために高く評価
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
 する部分をそのまま残しつつ、
、、、、、、、、、、、、、、
生 
 活水準をあるべき水準まで高めることができるであろう。( 傍点、筆者 )53 
  
 傍点をほどこした部分をなぜケインズはいったのか。資本主義を動かすエートスから考えて、伝統
の保存に配慮する経済成長はないことを十分知りながら、願望を述べたのか。まことに興味深いが、
彼自身の関心は直ちにマクロ経済に戻っていく。「諸君に警告したいのは、一つの悪魔を退治してもも
しわれわれが不注意であれば、いっそう凶暴で、より堪え難いもう一つの悪魔の跳梁を許すことにな
ろう」54と、「経済的可能性」の楽観的基調を、留保をともなうものに変えていっている。人為的な政
策介入をより強めて、経済をうまくコントロールしなければならないというのである。このようなケ
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インズの勧告がその後、とくに第二次世界大戦後の各国の経済運営にどのように活かされたのか。そ
の検討は、本稿のよくなし得るところではない。ここではケインズの「経済的可能性」とミルによる
停止状態論の比較に関心を集中したいと思う。 
 ミルの視界には、悪魔Uはとらえられていない、当時の英国において、工業生産も盛んになりつつ
あったが、穀物の確保がもっとも重要な課題だったから、悪魔Pだけが関心の的だった。それゆえ、
ミルはケインズ以上に人口制限の必要性を強調した。1823年には産児制限のパンフレットを配付した
かどで検束されてもいる。もちろん、「技術が向上を続け資本が増加をつづけると仮定すれば世界には
疑いもなくなお人口の一大増加を容れる余地がある。古く開けた国々においてもそのとおりである」55
のだが、ミルは、「人間のための食料を栽培しうる土地は１段歩も捨てずに耕作されており、花の咲く
未墾地や天然の牧場はすべてすき起こされ、人間が使用するために飼われている鳥や獣以外のそれは
人間と食物を争う敵として根絶され、生垣や余分の樹木はすべて引き抜かれ、野生の潅木や野の花が
農業改良の名において雑草として根絶されることなしに育ちうる土地がほとんど残されていない─こ
のような世界を想像することは決して大きな満足を与えるものではない」56とエコロジストの立場から、
人口制限の必要を主張しているのである。 
 しかし、ミル議論の根底には、冷徹な経済原則への認識がある。彼はリカード踏襲して、農業や鉱
業がとくに支配されている収穫漸減の法則は、やがて経済を停止状態に導くだろうと考えていた。技
術進歩によって労働生産性を向上させる可能性は認められるが、収穫漸減の法則そのものを変えるわ
けには行かない。人口にはそういう制限はないけれども、「新しい口は古くからの口と同じ分量の食料
を必要とするが、しかしその手は同じ分量を生産するものではない」57と的確に表現されるように停止
状態に相応する規模に収斂していく。これは一つの経済法則であり、停止状態もミルがはじめて言い
出したことではない。だが、先行する経済学者はアダム・スミス以来、停止状態を活気のない憂鬱な
ものとして受け止めているのに対し、ミルはむしろ歓迎すべきであるとしたところに、その独自性が
現れているのである。 
 
  もしも地球に対しその楽しさの大部分のものを与えているもろもろの事物を、富と人口との無制 
 限なる増加が地球からことごとく取り除いてしまい、そのために地球がその楽しさの大部分のもの 
 を失ってしまわなければならないとすれば、しかもその目的がただ単に地球をしてより大なる人口 
 ─しかし決してよりすぐれた、あるいはより幸福な人口でない─を養うことを得しめることだけで 
 あるとすれば、私は後世の人たちのために切望する。彼らが、必要に強いられて停止状態に入るは 
 るかまえに自ら好んで停止状態にはいることを。58 
  
 しかし本稿の目的からすれば、この現代のエコロジストによって愛用される章句よりも、停止状態
そのものに対するミルの見方に、より大きな関心をもつことになる。彼は、陰鬱とは反対のバラ色の
世界が到来すると考えた。「停止状態においても、あらゆる種類の精神的文化や、道徳的進歩社会的進
歩のための余地があることは従来と変わることがなく」59というミルの言葉は、経済的至福以後につい
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てケインズを代弁しているようでもある。資本と人口が増加を停止する状態は、人間の進歩を停止す
ることとは違う。技術の進歩はつづくが、従来のように金儲けのためではなく、労働時間の縮減を実
現するために応用される。要するに、停止状態になって、人間的な進歩( human progress )の条件が
そろってくるのだという。マルサスの悪魔Pを抑制し、技術進歩を確実に労働生産性の向上に結びつ
けている社会は豊かで、ミルが最高の価値を置く「自由にできる時間」を増大させる。人々は、その
余暇時間を使って経済的向上ではなく、「人生の美点･美質」を探求することに向かう。 
 おおむね以上のように要約される停止( 定常 )状態論については、そこにおいても、エネルギーと
物質の絶えざる流入がなければ存続できないこと、資源の減少が技術革新によって相殺されないかぎ
り資本は増加しなければならないことなどがジョージェスク=レーゲンによって指摘されている。とは
いえ彼も、1848年という段階で示された自然破壊に対するミルの警告は、今日のわれわれに「偉大な
教訓をもたらすものである。ミルの言葉にある『自らの地位を改善しようと苦闘し、････互いにひと
を踏みつけ、押し退け、追い迫る今日の社会生活の特徴は』やめなければならない」と称賛を惜しま
ない。その後、ミルの指摘した社会生活の特徴はますます肥大しているからである。 
 以上、三人の経済思想家を表面的という非難を受けかねないほどてみじかに
、、、、、
比較したが、驚くこと
に、三人とも金儲けには最高の価値を置いていないのである。結局、ミル、マルクス、ケインズは、
いずれも労働あるいは経済的必要から人間が開放され、真に人間らしい「価値」を追及するような状
態をつくり出すことを目標として公言したか、少なくとも心に抱いていたのであった。今日、労働時
間の縮減という点では、目標に近づいているように見えるが、「人生の美点・美質の追及」( ミル )、
「真の自由の国」( マルクス )、「経済的至福」( ケインズ )といった理想からは著しくかけ離れてい
るといわなければならない状況である。これは、経済的欲求を拡大再生産しつづけることによっての
み自らを維持している資本主義経済と、自動的にさえ見られうる技術進歩の結合が、彼らの想定した
「もう、いいだろう」という経済的欲求の限界をはるかに超えた結果である。このような資本主義経
済の至福状態をつねに彼岸に追いやる動態に停止を命ずるものは、自然資源の枯渇と、環境汚染容量
の限界しかないが、それすら、できれば意識しないで済ませたいものとされている。60三人の、理想と
する社会に関する言説は、彼らの経済理論という大道の道草に過ぎないと見なされ、忘れられていた
のは理由なしとしないのである。 
 とはいえ、三人が自然資源の制約をどのように見ていたかは、もう一度掘り起こす必要のある問題
といえる。ここでは、ミルとケインズを取上げ、彼らのジェヴォンズの著作『石炭問題』に対する態
度を軸に比較を試みたい。 
 
6. 自然の制約 
 パクス･ブリタニカ61が最盛期にさしかかり、マルクス･エンゲルスの『共産党宣言』やミルの『経済
学原理』が出てから17年経った1865年、一冊の本が英国の政治家、実業家、経済学者を驚かせた。 
 すでに英国は、穀物、農産原料、非農産原料を輸入し、石炭、鉄鋼、綿製品を中心とする各種工業
製品を輸出する、世界の工場として繁栄していたが、これは、比較的に豊富であった石炭を採掘し、
主にエネルギー源として活用することからもたらされたのである。ジェヴォンズ( 1835～1882 )は、
  
40 共愛学園前橋国際大学論集                                No.4 
このすべての生産の基礎にある石炭が、英国において近い将来( 経済的に )枯渇するであろうこと、
石炭に代替するようなエネルギー源が、いずれもコスト的に不利であること、したがって英国の繁栄
は終わるであろうことを、『石炭問題』62で述べたのである。あからさまに、エネルギー資源の制約を
はじめて指摘したこの著書は、出版直後こそ、大いに世間の注目を集めたが、その後、ほとんど忘れ
去られた。したがって、本稿においても、その内容を簡単に紹介しなければならない。 
 当時から約一世紀前にはじまった石炭の全般的活用( 暖房、照明、産業燃料、動力源 )によって石
炭の消費量は年々指数関数的に増加している。この間の経済成長によって人口も急激に増加し、食糧
( 穀物 )、原綿、原毛等の原材料を輸入し、石炭そのもの、それを利用して生産する工業製品を輸出
する貿易構造を維持・拡大していかなければならないから、石炭の消費量は増加する一方であろう。
だが、石炭は有限の資源である。もちろん、直ちに石炭がなくなってしまうわけではない。採掘がま
すます深層に及んでいく。これは、採掘のために石炭エネルギーを使わなければならないことを含め
て、費用の増加を意味する。つまり、収穫漸減の法則が作用しはじめる。その結果、英国産の石炭は
高いコストにより、相対的に埋蔵量･状態のよい国の石炭に対して競争力を失い、輸出はできなくなる
し、安価な石炭に基盤をもっていた製造業に不利な影響を与えるだろう。英国の他国に隔絶する地位
は失われるに違いない。 
 このようにジェヴォンズは予言の骨格を述べるのだが、これだけでは、ミルが『経済学原理』の中
で、鉱業における収穫漸減の法則に触れたのを詳細かつ実証的に敷延したというのに過ぎない。『石炭
問題』のすごいところは、石炭消費の節約、つまり使用原単位の減少は、もちろん追及されるべき方
向ではあるが、消費需要の増大に追いつかないだろうとしたうえで、当時石炭に代替すると考えられ
ていたエネルギー源を片端から否定していることである。すなわち、水力、風力、海水の潮汐力、地
熱の利用は、場所が限られるか供給の不安定性があって、とても石炭の代替物にはならない。太陽熱
の利用も、英国のように日照の少ないところでは、実用的ではない。いずれも安定した供給という点
では石炭からつくる蒸気に劣るという。さらに、当時、蒸気エンジンを超えるといわれた電磁気エン
ジンについて、つぎのような疑問を投げかけている。 
  
  これは、正に荷電した金属を動力源とするが、その金属の精練･加工には石炭を使わなければな 
 らない。この金属精錬に使用される石炭を直接、蒸気エンジンのボイラに使用すれば、より多くの 
 動力を得ることができるはずである。63 
  
 ジェヴォンズが云いたかったのは鉱石採掘→精練・冶金→電磁気エンジン→電力→動力という迂回
工程が、石炭→蒸気機関→動力という工程よりも石炭の使用原単位が大きくなるということである。
そして、当時考えられていた石炭代替エネルギーのほとんどが、同じような欠点をもっていると指摘
した。電力を蒸気力に置き換える動力革命は、『石炭問題』の書かれた頃は胎動しているだけであり本
格的な普及は1880年代に入ってからである。それにもかかわらず、彼は、「電気は動力を配送する驚
嘆すべき手段ではあるが、みずから動力を作り出すものではない」64と、本質を見抜く議論を展開して
いた。 
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 実際、英国を世界、石炭を石油に置き換えれば、『石炭問題』はそのまま、われわれが直面している
ものに他ならない。しかし、この先見性にとんだ著作は発刊直後こそ当時の大蔵大臣ウィリアム・グ
ラッドストーンなどの関心を引き起こしたが、次第に忘れられていく。その理由としては、石炭の枯
渇がジェヴォンズのいうほど早く到来しそうにもなかったこと、電力への転換による能率( 熱効率と
は別 ) の向上が、ジェヴォンズの指摘を忘れさせるほど素晴らしいものであったことなどが挙げられ
よう。 
 ジェヴォンズ自身は『石炭問題』刊行後、関心を純粋理論的な分野に移していき、二度とエネルギ
ー経済学の領域にもどることはなかった。今日、彼の名前は、メンガー、ワルラスとともに限界革命
に結びつけて記憶されている。そこでは、『石炭問題』であれほど強調された非代替性論の代わりに価
格による代替理論や、「『効用と利己心の力学』としての経済科学を打ちたてることに」65努力が傾注さ
れていた。ジェヴォンズの没年、1882年( 43才 )の一年前、英国ではサリー州ゴタルミングに水力発
電所がつくられているが、その後の動力革命の急テンポな展開に対する彼の見解を聞くことはできな
かったのである。 
 ここで、『石炭問題』公刊の頃にもどってみよう。ケインズによれば、ジェヴォンズはミルに対し激
しい嫌悪感を抱いていたというが、66『石炭問題』の第2版( 1866年 )序文では、そういう気配を少
しも感じさせない。 
   
 以下の各章で述べられている見解のいくつかは、卓越した人々が長い間考えていたことをたんに明
示的にいっているに過ぎないことに気づいたのは驚きだった。ミル氏が国会で行なった注目すべき国
債問題に関する演説の中で、本書を引用されたのは、身にあまる光栄であった。だが、国債について
私がいったことは、知らず知らずのうちにミル氏の仕事から出ていることを発見したのである。67 
  
 1865年、下院議員に当選したミルは、66年4月、国債減額を内容とする法改正を支持する演説を行
い、その中で、『石炭問題』に言及した。もし、ジェヴォンズの云うように国内石炭資源の枯渇によっ
て、英国の繁栄がいつまでも続かないのであれば、国庫の膨張は放任するわけにはいかないと主張し
たのである。これは、停止状態の選択を説くミルからすれば、当然であったかもしれない。しかし、
熱力学的な洞察をベースに、経済社会の成長に加わる制約を周到に論証しようとしている『石炭問題』
を全体として、どのくらい彼が理解していたかは疑問である。というのも、国債の速やかな縮減は、
その第17章「租税及び国債」でわずかな頁が割かれている政策的提言に過ぎないからである。 
 1868年の総選挙に落選したミルは、土地保有改革協会を組織し、議長として活動する。協会による
10ヵ条の綱領のうち、最後の二つは、停止状態論における彼の立場をそのままに乱開発をやめ自然を
保護し、それを将来の世代に残していけるように、国家が権限を確保すべきだとうたい上げている。68 
 土地の制約を食糧( 穀物 )、羊毛、綿花等を輸入することによって解決し、工業製品の生産に特化
していった当時の英国は、全産業を総合してみると、動力に関する技術革新によって一時的に収穫漸
減の法則の支配を免れていた。にもかかわらず、ジェヴォンズは、その動力の源泉である石炭に収穫
漸減の法則が作用し、ついには枯渇すると指摘したのである。だが、ミルにとっては土地の制約が主
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要な関心事であり、エネルギー問題を理解するところまではいかなかったのではないかと考えられる。 
 結局、ジェヴォンズの問題提起は、あまりにも早すぎたのである。( 初版の二年後に、日本では明
治維新。 )このことを強く感じさせるのは初版刊行から70年ほど経った1936年、ジェヴォンズ生誕
百年を記念する講演で示された、他ならぬケインズの『石炭問題』に対する評価であろう。すなわち、
「その予言は実現されず、その根底をなしていた議論は根拠が薄弱で今日読み返してみると、この本
は強引すぎて誇張があるように思われる」69と、ほとんど全否定的な評価を下している。マルサスの悪
魔P理論において、穀物の占めていた地位に石炭を置いたもので、「粗雑なマルサス理論を異議なく受
けいれていたような時代の人々を納得させることは、了解にかたくない」70と、公平にみれば用心深く
議論を展開している『石炭問題』を単純な、飛躍の多いものにおとしめている。 
 すでに述べた通り、『講和の経済的帰結』( 1919年初版 )から「経済的可能性」( 1930年 )に至る
まで、ケインズは悪魔Pの存在を少なくとも否定する者ではなかった。しかし、『一般理論』あたりか
ら、悪魔Pの問題は解決されたと主張するようになる。この転回の背景には、悪魔Uの登場以外に何
があったのだろうか。『石炭問題』刊行後70年を経過したケインズの時代には、農業( 穀物 )生産に
ついてみると、たとえば米国では、20世紀初頭からガソリンあるいは電力で駆動する農業機械が普及
し、空中窒素固定法による窒素肥料の安価な供給や品種改良の努力などにより、新しい農地の拡大は
頭打ちになっているにもかかわらず、土地単位面積当りの収穫量は、飛躍的に上昇しつつあった。 
 ケインズは、マルサスの悪魔Pをもちだそうとして、この収穫漸減法則の一時的克服をみると、引
っ込めてしまったように考えられる。しかし、『石炭問題』の著者であるジェヴォンズであれば、その
ような生産性の上昇が実は石油をベースとするエネルギーの多消費によるものであることを指摘し、
警鐘を鳴らしたはずである。実際、第二次世界大戦後、世界各地に広がることになる科学的農業は、
一口にいえば、エネルギー多消費産業である。つまり自然の制約を、主として化石資源という自然を
消費することによって先に延ばしているだけなのである。71 
 19世紀も80年代になると、いわゆる動力革命は本格化する。90年にはロンドンの地下鉄が電化し
大都市の家庭に電灯が普及する。一方、83年にガソリン機関、93年はディーゼル機関が実用化し、燃
料を機関内で直接燃焼する道が開けた。石油に対する需要は一気に高まるが、ケインズが記念講演を
やっている頃には、サウジアラビヤのような中東地域で有望な油田が発見されている。このような状
況の中では、人類の必要に応じて新しいエネルギーはでてくる、とまではいかなくても、ジェヴォン
ズの説いた非代替性論のごときは、現実性を欠くものとみなされたであろう。 
 これがケインズの「技術進歩に十分考慮することを怠って必要以上に世間を騒がせた」というジェ
ヴォンズ評価につながっていく。そして、技術進歩というものの中味を含めて、ジェヴォンズが提出
した問題を少しも掘り下げようとはせず、『石炭問題』の「結論は、他の多くの人々も同じようにもっ
ているが彼にあっては異常なまでに激しい心理的特徴によって、つまり、ある種の退蔵本能、資源の
枯渇という考えに驚きあわてて興奮しやすい性質、によって影響されていた」72と片付けてしまったの
である。 
 最後に、ミルの停止状態とケインズの経済的至福を自然制約という次元で比較しておこう。一言で
いえば前者は自然制約によって、そこへ導かれると考えるのに対し、後者には、絶対的欲求が飽和す
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るときという規定しかない。自然の制約は考慮されていないのである。その意味では、「ミルは『労働
が富の父であり、自然はその母である』というウィリアム・ペティの古い考えに、明示的に同調した
最後の著名な経済学者」73であったのかもしれない。 
 人口の規模も生活水準も、ケインズの至福がミルの停止状態に比べてはるかに大きいと直感できる。
たとえ、人口と資本設備が増加しなくても、それだけの規模の経済を存続させていくためには、たえ
ず、物質とエネルギーがそこへ流入していなければならないが、74それは自然への大きな負荷が、変わ
らずにつづいていくことを意味する。「経済的可能性」の修正は、自然資源の制約を軸になされなけれ
ばならないだろう。 
 
 むすび 
 ミル、マルクス、ケインズという三人の経済思想家は、営利に動機づけられる経済的行動は手段で
あって、人間の目指す目的ではないと考えていた。極端な言い方をすれば、労働は生存し、生活を続
けていくための必要悪とみられていたのである。その労働時間を少なくし、自由な時間を作り出すこ
とによって、そこに、人々が自分の価値と信ずるものを追及し、全体としては美しい文化が形成され
るユートピアを夢見たのであった。しかも、労働時間の縮減は、資本主義と表裏の関係にある技術進
歩によって進展し、少なくともケインズには、ユートピアが現実のものになる可能性がかなり明瞭に
とらえられていたはずである。労働時間の縮減、一人当り実質国民所得の、1935年当時に比較して4
～8倍におよぶ上昇。数値的には、「わが孫たち」は満ち足りているようにみえるが、人々は相変わら
ず経済的な飢餓感とでもいうべきものにさいなまれ、経済的至福到達以後の世界は、はるかに遠いと
ころにある。どこで間違えたというのであろうか。 
 シュムペーターが「天晴れ資本主義」といったように、資本主義の生産力ははかり知れない。マル
クスもケインズも、そのパーフォーマンスの上に、それぞれのユートピアを構築したのであった。し
かし、営利心、利己心に裏付けられ、結局は他人を蹴落とし、他人の上に立つことが本質である競争
を原理とする資本主義は、ともすれば暴走し、交代する好・不況にともなう大きな経済的損失を生み
だしてきた。とくに、第二次世界大戦後、本格的に成立した大衆社会と資本主義のエートスとの野合
は人々の経済的欲求を、つぎからつぎへと肥大させ、使い捨て、商品廃棄などを通じ、莫大な無駄を
生産している。ケインズの絶対的欲求の上限あるいは飽和は、まったく意味をなさない状況である。
結局、三人の経済思想家は、怪物である資本主義を利用しようとして、逆にねじ伏せられたというべ
きであろう。そして当然に、このような浪費経済は、自然資源に対し負荷を高める。資源の浪費は、
いずれ、その枯渇に突き当たるであろうし、廃棄物の累積は、廃棄場所の問題からふたたび土地の制
約を生き返らすだろう。 
 1980年代の後半から、社会主義諸国の市場経済への移行が盛んになったが、それを支持する40年
以上前の教え子である経営者の質問に答えて、山田雄三先生は脱イデオロギーを前提しながら、「計画
経済における自由化と自由経済における計画化との間に優劣は定め難い」とされ、「私はむしろ資本主
義の将来を心配している」といわれている。75資本主義経済あるいはそのエートスに適切な制御を加え
ていくのでなければ、現世代が「わが孫たち」に残すものは何もなくなるに違いない。 
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Abstract 
On J. M. Keynes’ “Economic Possibility” 
 
Kenkichi OKITA 
 
 In October 1935, J. M. Keynes wrote a critical essay on the subject of “ Economic Possibility for 
our Grandchildren”. In this essay he predicted that 100 years hence, the population of progressive 
countries will get to the economic bliss where the absolute ( economic ) needs has been saturated. 
In that society, people will be emancipated from labor for economic needs and blessed with 
abundant free-disposable hour. However, judging from the present ( approximately 70 years after 
Keynes wrote the essay ) state of economic society, this prophecy by Keynes is regarded as failure. 
Surely, the standard of life ( measured by real-term National Income per capita ) in such countries is 
between four and eight time as high as that of 1935th year, nevertheless, the economic bliss is only 
utopia far away. Comparing with similar prophecy such as Stationary State ( J. S. Mill ), Genuine 
Free Kingdom ( K. Marx ), We have tried to investigate Keynes’ discourse and clarify the reason of 
missing prophecy in this paper.     
 
